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こから下の局長から以下は身分保障(テ ニュア)を もつ 厂キャリア」公務員である。「キャリ
ア」公務員は大学教授などの特殊技能職の 「クローズ ド・キャリア」それ以外の一般公務員を
指す 厂オープン ・キャリア」とに分けられ、さらにそれがポス トの高 さに応 じて第一水準、第




ぬマル コス自身によって軽視 され、急速に形骸化 していった。アキノ政権からエス トラーダ政
権に至るまで事態に根本的な変化なく、高級官僚に関しては政治的な任用が多 く、他方、中下
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第4章 フ ィ リピンの 中央地方関係 と1991年 の新 自治法(片 山)
地 方 自治 体は大 き く分 けて 「州(Province)」 と 「市(City)町(Municipality)」そ して
「バ ランガイ(Barangay)」 の3層 か らなる。州 は99年 現在 で77で あるが、 日本 の都 道府県 と
比較 しても人 口 ・地理的 に細分化 されす ぎてい る とい えよ う。市 には 日本の政令指定都市に似
て州 の管轄 の外 にある 「高度都市化市」 と州 の下 にある 「構成市」の2種 類か らな り、町はす
べ て州の下 に置 かれ る。 ア メ リカ の 「基礎 自治体(Municipality)」 に対応 す るこの市 と町が
フィ リピンの地方 自治体 の中で は最 も重要で、地方選挙 におい ても市町長 をめぐる選挙が最 も
過熱す る。一方 、マル コスの戒厳令体制下初期 に制度化 され たバ ランガイ は、すべての市町の
下に置 かれ、住民 に最 も身近 な政府 と して 、その重要性 を増 してきている(図1)。 こ うした
地方 自治体 とは別 に、 「地方管 区(Region)」 があ るが 、これは地方 自治体 ではない。 戒厳 令
体制 以前 に、す でに8つ の地方管 区が存在 した。1972年 に11に 、そ して さ らに13の 地方管 区
が確 定 したのであ る。 しか し各地方管 区に地方管 区事 務所(RegionalOffice)を 置 き、各省
庁 か ら派遣 され る地方管 区局長(RegionalDirector)以下の幹部公務員 を常駐 させ 、中央 と
地方 との間の連絡調整 に当た らせ るよ うになったのは戒厳令体制 になってか らで ある。地方管
区のなかで もマニラ首都 圏だけは別格 で、それ まで公職 を もたなかったイ メル ダ ・マル コスの
た めに1975年 に 「知事」 のポス トが用意 された ので あ る。今 日では名称 は変 わった ものの首
都 圏の廃棄物 処理や都市交通管理 において重要 な役割 を果 た している。
自治体 の規模;は、通 常、歳入 ・人 口 ・面積 によって分類 され 、また、創設や統合 のさい も、
この三つの要素が基 準 とな る(表1)。
表11991年 自治法による自治体新設 ・合併 ・昇格のための基準
自治体の種類 人 口 面積 歳入(ペ ソ)
州* 250,000 2,000k孟 2000万
市* 150,000 100kni 2000万

























・人 口10万 未 満 4名 州青年バランガイ連合会長
・人 口10～100万 6名 (大統領の任命による)
・人 口100万 以 上 8名
市
市長、○助役、委員会委員 市バランガイ連合会長
・人 口10万 未 満 6名 市青年バランガイ連合会長
・10万 ～20万 8名 農業労働者代表1名
・20万 ～30万 10名 工業労働者代表1名

















1高 端は 「中央政府 と地方政府の間には明確な事務権限の線引きがない」と指摘する。高端正幸 「フィ
リピンにおける地方財政と国民統合一1991年 地方政府法に基づく改革を手がかりに一」『熊本学園大学



































































機能 自治体 中央政府 公社 民間
平和と秩序の維持 0 0 一 一
道路建設と維持 0 0 一 一
保健 0 0 一 O
廃棄物処理と道路清掃 0 一 一 0
交通管理 0 0 一 一
下水処理 0 0 一 0
教育 0 0 一 0
福祉サービス 0 0 一 一
家族計画 0 0 一 0
上水道水の供給 一 一 0 0
電力供給 一 一 0 0
市場 0 一 一 0
墓地 0 一 一 0
ス ポ ー ツ ・公 園 ・レク リエー シ ョン 0 0 一 0
環境美化 0 0 一 一
住宅 ・スラム再開発 0 0 一 0
図書館 0 0 一 一
消防 一 0 一 一
都市計画 0 0 一 一
輸送 一 一 0 0
農業振興 0 0 一 0
屠殺場 0 一 一 一
土地利用 ・建築規制 0 O 一 一
戸籍 0 0 冖 一
環境保護 0 O 一 一
(出 所)JurgenRuland,UrbanGovernmentandDevelopmentinIloiloCity,
Urban1)evelopmentinSoutheastAsia,WestviewPress,1992,p.119.(平石正 美 「フ ィ
リ ピ ンの 地 方 制 度 」 財 団 法 人 地 方 自治 協 会 編 『ア ジ ア 諸 国 の地 方 制 度 』(財 団 法
人 地 方 自治 協 会 設 立20周 年 記 念 論 文集)第3章 、120頁 、1993年)を 全 面 的 に 修
正。
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8通 信 町の間を結ぶ通信業務(国 家の政策指針に従っての)
9観 光 観光開発及び促進計画









1農 業 農業 ・漁業関連の普及 ・現地調査業務と施設:
・家畜 ・家禽 ・稚魚 ・種子等の配布

































・青少年福祉プログラム ・プロジェクト、家族 ・地域福祉、女性福祉、老人 ・
身障者福祉






9観 光 観光施設及びその他の観光呼び物:装 備の取得や、そうした施設のための事
業許可や保全業務の規制 ・監督を含む
10そ の他の業務 ・施設 ・固形廃棄物処理制度もしくは環境管理制度及び一般的な衛生情報業務に関
連した業務 と施設:投 資 ・雇用情報制度、税 ・市場情報制度、公立図書館
の維持
・適切な輸送施設、教育 ・警察 ・消防への支援と施設(但 し、これは、市のみ)
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d)バ ランガイ
分野 業務と施設






5公 共事業 ・バランガイ道路 ・橋脚の維持
・水道の維持
6公 共建造物 ・施設 ・多 目的 ホ ー ル 、 多 目的 舗 装 路 、 ス ポー ツセ ン ター 等
・ 情 報 ・読 書 セ ン ター
・ 公 設 市 揚
7社 会福祉開発 デ イ ・ケ ア ・セ ン ター の維 持 等
8通 信 なし
9観 光 なし




このよ うに極端なまでの トップヘ ビー構造 をもっていたフィ リピンの中央地方 関係であ るが、
それ を改め るべ く独 立後だけに限っても、繰 り返 し地方分権化 の試み がな されて きた。
「地方分 権(decentralization)」}こ は、出 自と性格 の異 なる3つ の類型が存在 し、ひ とつは
権 限の非集 中(deconcentration)な い し 「行政的分権化(administrativedecentralization)」 、
二番 目が、 「財政 的分権化 」、そ して最後 が 「移管(devolution)」 ない し 「民主的分権化」 で
ある とされ る2が 、 この定義 に従 えば、フィ リピンの場合 は、独 立後早 くか ら、第一 の 「権 限








る。地方 自治法(:LocalAutonomyAct)(1959年、共和国法第2264号)、 「バ リオ憲章」(1959
年、共和 国法第2370号 。 後に改正 されて第3590号)、 そ して 「分権化法」(1969年 、共和 国法
第5185号)が 、 それ で ある。 これ らはいずれ も、 自治体 の機能 と権限の拡大 を 目的 と してい
る。最高裁 も、大統領が 自治体 に対 して持ってい る 厂一般 監督権 」を より厳密 に解釈す る傾 向
を明確 に して いる。
他方、注意 しなけれ ばな らないのは、 この時期、 中央集 権化の試 み も部分的には試 み られて
い る ことで ある。 た とえば、1950年 に内務省 が廃 止 され 、地方 自治関連 の機 関が大統領府 の
地方 自治 局に移 され ている。 しか し、一般的 な趨勢 としては、地方分権化が顕著であ り、 と り
わ け 、 そ れ は こ の 時 期 の 終 わ り に 準 備 さ れ た 「総 合 行 政 改 革 計 画(Integrated
ReorganizationPlan)」 と新憲 法草案 においては、 地方 自治 が独 立 した章 として立 て られた
ことに、 よくみて とれ る。
(2)マ ル コス独裁期(1972-1986)




が設置 される1978年 まで議会が完全に停止 され、立法は大統領による行政命令の形でなされ
たため、大統領の権力は強大なものとなったのである。
この時期の中央地方関係を考える際の重要な制度 としては、地方管区(Region)制 度 とバ
ランガイ(Barangay)制 度の2つ がある。
1970年 に準備 された 「総合行政改革」は議会の承認に手間取 り、戒厳令布告後に行政命令
として発効 したが、その重要な柱が、「地方管区」制度の導入であった。その骨子は、全国を










1972年12A、 全国に市民集会を設置(大 統領命令第86号)、 翌73年1月 市民集会はバラン
ガイ と名称変更(大 統領命令第86A号)、74年9月 、フィリピンにおけるすべてのバ リオがバ
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ランガイ とされ る(大 統領命令第557号)。 これによ り、全国のすべての市、町の下に自治体





めの制度として利用 されたのが市民集会(CitizensAssembly)で あり、これを全国で開催 し、
そこでの挙手ない し拍手による議決で、政権の重要政策への承認がなされたものとみなしたの
である。
地方管区制度は、のちに 「ポーク ・バ レル」制度のところで詳 しくみるように、地方開発計
画の立案と実施に関わる中央政府 と地方 自治体間の調整を、従来は政治家が主 として担ってい
たものを、行政機構が 「非政治的」に行おうとす ることに最大の意義があった。その制度の構
想はマルコスによる独裁体制樹立以前から準備 されていたが、その実施が、戒厳令 と同時に開















③ 地方 レベルで実施 される国家計画のいくつかについては、その監督権限を中央官庁から地
方 自治体首長に移管 して、地方 自治の強化をはかる。






⑥ 計画立案 と実施過程に地域社会の諸組織やNGOを 巻き込むことにより、住民の積極的参
加 を促す。











②89年 の経済構造調整政策の導入、③世界的なアジェンダに対す る敏感さの3つ が指摘でき
よう。①が具体的にうかがえるのが大統領の一般的な監督権(GeneralSupervision)の 制限
であり、すでに政権発足直後に出した 「自由憲法」に含まれている。






務の分散化や予算 ・人員の削減を押さえることができ、逆に トップが消極的な反応 しか見せな






と、それ とセ ットになった 「財政的な分権化」を試みることになったのである。
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3.新 地 方 自 治 法 の 特 色 と効 果
いくつかの重要な基本的業務が地方自治体へ移管 された。具体的には、保健、農業、環境天
然資源、公共事業、社会福祉サー ビス等である。















移 管 され た規制権 ・許認 可権 のなかでも重要なのは、農地 の再分類(Reclassification)、 土
地の分割(Subdivision)、 食料品の検査、 トライ シクルの営業許可 な どに関わ る規制的権限で
あ る。
従 来 は、一般基金 に算 入 され ない内国歳入 の20%が 地方 自治 体に与 え られ 、そ のなかか ら
最初 にバ ランガイに10%が 配分 され 、残 った配分金 の うち町 に45%、 州 に30%、 市 に25%が
配分 され た。 ところが、新 自治法 では、配分比率 は過去3年 間の徴税額の平均に基づいて算 定
され、新 自治法発 効の1年 目は30%、2年 目が35%、3年 目以降が40%と 配分比率 が設定 さ
れ た3。
IRAの 配分方式 は表7の よ うに改正 された。
IRAは 財政移転 の総額 を国家歳入 の一 定割合 に固定 してい る点で、地方財 政が国家 レベル の
マク ロ的な安定を妨 げない柔軟性 をもつ。
さて、改 正のポイ ン トは、バ ランガイへの配分比率 を従来 の10%か ら20%に 増 や し、他 方











































(出所)野 沢勝美 「フィリピン地方財政制度の構造と改革」『亜細亜大学アジア研究所紀要』第27号 、
2001年3月 、142頁 。
残 りの配分を市にやや厚く、州 と町に薄く変更し、さらにその配分基準のうち、人 口割当分を






州の割当が大幅に減少 したのは、州が、中央政府 と基礎 自治体 とを媒介する中間的な自治体と
しての州の役割を果たす上でマイナスになるといえる。
こうした新自治法の実施過程はどのようなものであったであろうか。新 自治法の実施過程を
最も体系的かつ継続的にモ ニター したのは、アメ リカの援助機 関である米国国際開発庁
(USAID)の 「統治 と地方民主主義(GO:LD)」 プロジェク トであった。GOLDが1992年 から
継続的に実施 した評価 厂現地評価速報(Rapid:FieldAppraisal)」 から、実施過程の問題点
をみてみたい。
GOI、Dに よると、1992年1月 段階では、あ らたに選出された地方首長は、新 自治法の諸規
定の実施に 「日和見」的な姿勢をとっていた。93年1月 になると、彼 らは新法の実施の方向
に動き始め、中央政府諸機関も人員や資産の移転という行政上の要求に反応するようになった。
93年9月 の報告では、定員の移管における行政上の問題点が解決 されつつあり、IRA制 度も機
能 し始める。94年6月 には、自治体の側に弾みがつき、実験の成果を彼 らが摘むようになる。
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95年6月 段階では、地方財源がより動員 されるようにな り、業務提供 も改善 した。 しか し、
中央政府諸機関は権限移管が完了した後の新 しい役割を、積極的に追求するとい うのではない。









②1991年 の自治法の下での分権化は概ね成功である。1992年 か らの施行開始に際 して遭遇
した移行期の困難 と、新法前の中央集権的な諸手続の名残である行政制度にもかかわらず、
統治の再定義は自治体が、地域社会によりよく奉仕す ることを可能にした。






しか し、GO:LDは いくっかの問題点も指摘 している。 その一つが地方歳入 と資源動員をめ
ぐる問題である。
① 民間部門が人的物的資源動員にますます大きな役割を果たしっつあり、た とえば、小規模
なBOT方 式、使用者料金課徴制、クレジット金融(融 資や債権)な どが利用されるように
なってきたが、それでも、まだ、そうした制度の存在を知 らない自治体も多い。
② 自治体の財政的な自立、会計検査、計画立案 とその承認過程に制約を与えるような政策や
手続が国の側に多く残 っている。 とくに、それは会計検査 と不動産税行政に顕著である。.














供を行えるが、貧 しい自治体の場合、本来は、移管 される業務に応 じて配分 されたはずのIRA









もよく表すのが、職員の多 くを自治体に移管 した保健省である。図2で 分かるように、歳出予
算は移管後 も減少せず、む しろ、大幅に増加 している。
こうした傾向が保健予算だけに限られるかどうかをみたのが、表8で ある。さらに、それを
グラフ化 したものが図3で ある。 中央政府の対GDP比 歳出は新 自治法の施行後も、 さして減
少 していない。もちろん、地方自治体歳出の対中央政府歳出比は新自治法後大幅に増加 したが、
その後停滞傾向にある。
ここから読み取れるのは、次のことである。(1)GDPに 占める行政(中 央+地 方)の 経費の比




であった。(2)しかし、1991年 の地方自治法が施行 された92年 になると、地方政府の対中央政府
歳出比率が大幅に増大(ほ ぼ倍増)し 、その後も95年 まで上昇。96年 に一旦減少 したものの、
その後、17%ほ どで安定 している。まさに、これが新 自治法の直接的な影響であるが、同時に、
そ のイ ンパ ク トは96年 で、 一応 の完成 をみた といえ る。 他方 、 注 目されるのは、 対
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図2中 央政府支出に占める保健関連予算
図3中 央政府と全自治体の歳出規模の比較
(出 所)図2、 3と もPhilippineStatisticalYearbook




施行は中央地方関係 に際立った変化 をもたらしたといえよう。ただ、1995年 以降は、定員が
若干増加 しても、比率はほとんど変わ らず、一定 したままである。このことは、人員面からみ
ても、新自治法の実施が95、6年 頃に、一応の完成をみたことを意味するであろう。
新 自治法の目的の一つが地方 自治体の課税べ一スの拡大であるが、図5、6か らも分かるの
は、 自主財源が減少 して、外部財源、 とりわけ、内国歳入割当金への依存度が高まっているこ
とである。ただ し、IRAへ の依存の増加は、近年は一段落している。 これは、地方税の拡大が、
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1976 22,332.0 133,928 16.67
1977 22,597.0 155,631 14.52
1978 28,066.0 1681.2 29,747 5.99 178,603 15.71 16.66
1979 34,154.0 1899.7 36,054 5.56 220,477 15.49 16.35
1980 38,079.0 3280.6 41,360 8.62 243,749 15.62 16.97
1981 49,083.0 3804.6 52,888 7.75 281,596 17.43 18.78
1982 51,142.0 4501.2 55,643 8.80 317,177 16.12 17.54
1983 55,811.0 5040.4 60,851 9.03 369,077 15.12 16.49
1984 68,625.0 5454.0 74,079 7.95 524,481 13.08 14.12
1985 87,390.0 6198.5 93,589 7.09 571,883 15.28 16.36
1986 114,505.0 6537.3 121,042 5.71 608,887 18.81 19.88
1987 154,975.0 6777.4 161,752 4.37 682,764 22.70 23.69
1988 167,409.0 8052.7 175,462 4.81 799,182 20.95 21.96
1989 227,421.0 9653.8 237,075 4.24 925,444 24.57 25.62
1990 255,800.013004.7 268,805 5.08 1,077,237 23.75 24.95
1991 298,900.016484.1 315,384 5.51 1,248,011 23.95 25.27
1992 308,400.023086.2 331,486 7.49 1,351,559 22.82 24.53
1993 313,700.038165.9 351,866 12.17 1,474,457 21.28 23.86
1994 327,768.051400.5 379,169 15.68 1,692,932 19.36 22.40
1995 392,450.058937.2 451,387 15.02 1,905,951 20.59 23.68
199s 416,138.065046.5 481,185 15.63 2,171,922 19.16 22.15
1997 491,783.080772.1 572,555 16.42 2,421,306 20.31 23.65






現実的には依然 として難 しいことを示 している。
新自治法施行の後、自治体の累積債務がどのように変化 したかを示すデータは存在 しないが、
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図4国 家公務員及び地方公務員のそれぞれ全体に占める割合の推移





書(地 方 自治体篇)の 統計に基づいて計算 したのが、表9で ある8。
8筆 者がたまたま所持している会計検査院の年次報告(地方自治体篇)は 、1985年 、1990年 、1992年 、






図6自 主 と の 窒1△
(注)上 で い う 「自主 財 源 」 とは 、 不 動 産 税 、 地 方 税(商 品 及 び サ ー ビ ス税)、 資 本 収 入 、 公 営 企 業 収 入
そ の他 で あ り、 「外 部財 源 」 と は 、 内 国歳 入 割 当 、 特 別 税 割 当 、 歳 入 安 定 資金 、贈 与 、 特 別 収 入 、 借 り入
れ 、資 金 間移 転 、 そ の他 を指 す 。
(出所)図5、6い ず れ も1950-79:PhilippineStatisticalYearbook1985,1980-1998:Yearbook1999
図7地 方政府の借入額推移
表9歳 入格差の増減





注)ジ ニ係 数 の 算 出に つ い て
ジ ニ 係 数 の 算 出 に 用 い たRegionご との 歳 入 額 の 出 所 はAnnualFinancialReportoftheLocalGovernments
Volume皿,1990,1992,1994,1995(CommissiononAudi七)。
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資料の制約か ら新 自治法施行直前の1990年 と施行直後の数年 を比較 しただけであるが、い
くつか興味深い結果が見出せる。(1)州と町レベルでは、新 自治法実施直後に自治体の歳入格差
は拡大するが、その後はむ しろ縮小、安定する。(2)他方、市レベルでは92年 には 目立って格
差は縮まったものの、その後 じりじりと格差が拡大しつつある。
こうした州 ・町と市の傾向が全く逆であるのは、おそ らく、新自治法によって、州 ・町への







の理由は、 日本であれば地方経費に計上され るような警察 ・消防をはじめとして地方経費の主
要部分を占める地方の公共事業費の大部分が中央政府財政に計上されているためである。 しか




様な利益を調整 し、議会につなぐといった 「利益集約」機能はほとんど果たしていない。そ う
した役割を果たすのは(中 央 と地方の)政 治家であり、行政サービスの提供も、政治家が直接、
選挙民に対して行 うことが多い。 フィリピン人は地域の身近な問題についての具体的な要求が





のが、地方開発における 「ポーク ・バ レル資金」の存在である。フィリピンの地方開発におい
ては、事業選定から予算額の確定、そしてその執行に至る一連の過程で、大統領 と国会議員の
果たす役割が、非常に大きい。
ポーク ・バ レルの歴史はアメリカ植民地期に遡る9。1922年 に公共事業に関する予算が、一
般予算法から分離独立され、いくつかの公共事業が上下両院の合同委員会による承認を要する
とされたのである(法 律第3044号)。 具体的には、警察軍兵舎 ・学校校舎 ・その他の公共建築
9こ の項については、西村謙一氏の研究に多くを負っている。特に記 して感謝 したい。
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物、道路 ・橋の建設と管理、井戸、波止場 ・桟橋、堤防、電話通信網の設置 と維持管理が、そ
れであるが、これによって、国会議員は、公共事業の選定執行に大きな影響力を行使すること
ができるようになった。独立後も公共事業における 「ポーク ・バ レル」は存続 し、1950年 に
は、個々の国会議員が公共事業を選定できるようにな り(法 的規定はなし)、1955年 の共和国
法第1411号(1955-1956公 共事業法)で は、各種コミュニティ事業については下院議員が事
業選定を、全国レベルの公共事業については上院議員が事業選定することが定められた。以後、
マルコスによって戒厳令が布告 され る1972年 まで同様の公共事業法が毎年制定 されてきたの
である。
戒厳令体制下においては、当初議会が停止されたため、ポーク ・バ レルは廃止 されたが、
1978年 の一院制の翼賛議会 「国民議会」の設置とともに、再び、ポーク ・バ レルが復活 した。
その後、1972年 以前の二院制への回帰がなされたアキノ政権(1986-1992年)を 経て、ラモ
ス政権(1992-1998年)に 至るとポーク ・バ レル資金は、いわば完全に復活 し、議員一人当
たりの予算は、平均5000-6000万 ペソに達するようになったのである(表10)。 ラモス政権

















れそ うであるが、実情は、かならずしも、そ うではない。筆者がかつてフィール ドワークした
イロイロ州 レガネス町では、人口わずか2万 の自治体であるが、前町長の時代に海岸を埋め立
てて1000haの 巨大な港湾施設 と工業団地をBOT方 式で建設する計画が、実現の一歩手前まで
進んでいた。この町長は、地方管区開発評議会を無視ない しバイパスして、有力政治家を通じ
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制限なし 事業の種類 ・場所 ・予算額の決
定について、議員の自由裁量









































(出所)西 村謙一 「エス トラダ政権下のポークバ レル制度一フィリピンにおける選挙政治の視点から一」




型の個別的バ トロネージ政治ではなく、NGOな どとの密接な連携の下に、 自治体の効率的な
運営を目指 し、可能な限り透明性を保持 しながら、住民全体の多様な要求に応答 しようとした
のである11。こうした 「新 しい」型の市町長は、必ず しも、新 自治法の制定をきっかけに誕生
したわけでなく、アキノ政権誕生以降、国政 ・地方政治で 「伝統的な政治家(Trapo)」 が、
少なくとも都市部では忌避 される傾向を背景に登場したのであるが、彼 らの多くが、移譲され
た権限を活用して、自治体の活動量を飛躍的に高めた。その意味では、萌芽的であるが、フィ
10詳 しく は 、次 を参 照。 片 山裕 「フ ィ リ ピン の 地 域 開 発 と新 自治 法:イ ロイ ロの 事 例研 究 」 水 口憲 人 ・





表11エ ス トラーダ政権下のポークバ レル(99年 度)
予算項目 議員一人当り予算額(ペ ソ) 事業の種類
事業選定における
議員の裁量の幅
農村 ・都市インフラ開発 3000万 灌漑 事業 ・場所 ・予算額の決定にっ
予算 農場市場連絡道路 いて、議員の自由裁量(た だし
RuraULTrban 収穫後処理施設 事業の種類は政府が指定したも




貧困層支援予算 100万 食品 ・薬品の病院 ・保健 病院 ・保健所、食品と薬品の配
Lingapparasa 所への配布 分割合、予算額を指定して、保
MahihirapProgram 健省に通知






100万 子供に対する食糧 ・薬品 ・ デイケアセンターを指定して、
衣料の援助 社会福祉開発省に通知
100万 Erap'ssari-saristoresari-saristoreを 運 営 す る 個 人 、
(雑貨店)を 設置 し、国組合、NGO等 を指定
家食:糧庁が廉価で米等を
供給










農業省予算 議員毎に異なる 灌漑 議員同士で予算を取合う






公共事業道路省予算 議員毎に異なる 道路 ・橋 議員同士で予算を取合う
地域割当予算の うち、事 洪水管理施設
業未指定の予算
貿易産業省 議員毎に異なる 小規模事業者への援助 議員同士で予算を取合う
小規模;事業開発計画
(1億2467万)
エネルギー省 ・国家電化局 議員毎に異なる 農村電化インフラ 議員同士で予算を取合う
農村電化事業(2億)
高等教育委員会 議員毎に異なる 大学生向け奨学金 議員同士で予算を取合う
(出所)前 掲 論 文 、240頁 。
90


















新 自治法によれば、議会は5年 ごとに新 自治法の実施について総括(review)を 行 うもの
とされているが、実際に議会が総括を開始 したのは1997年 に入ってからであ り、上院下院の
それぞれで、法改正のための法案が上程されているものの、採決には至っていない。他方、ラ




いる(下 院は下院法案第78号 、上院は上院法案第2064号 。いずれ も、分権化をさらに促進す
ることを 目的としている)。新 自治法の主要提案者であるピメンテル上院議員によって準備 さ
れた上院法案12の主な特徴は以下のとおりである。
・IRA配 分を40%か ら50%に 増加。
・消防庁の機能を自治体に移管。
・公共事業プロジェク トの監督 ・管理を自治体に移管。











傾 向は発展途上国だけでなく旧ソ連 ・東欧諸国の 「移行国(transitionalcountries)」 でも共




る。具体的には、 日本の事例のように、内務 自治省がそうした役割を担 うのが現実的であると
思われるが、フィリピンの内務 自治省は、その機能の9割 までが警察である点を考慮すると、
そ うした改革は相当の時間を要す るかもしれない。









1991年 の新 自治法は、まさにこうした地方有力者のフォーマルな権限を強化するとい う結
果をもたらす可能性があ り、実際、一部の地域では、移管 された権限を利用 して、より強固な
ボス支配を敷いている首長が存在す る。 こうした危険に対す るセーフ ・ガー ドとしては、













具体的な方策 としては、①国家公務員 と地方公務員 との間の人事交流の促進、②行政サー ビ





いる。 日本 より国土が狭い(30万 平方キロメー トル)の に、州の数は89、 市が83、 町が1525、
バ ランガイが43000近 く存在する。こうした構造が望ましいのかどうかは、大いに疑問のある
ところである。
現在世界各地で進行 している地方分権化は、中央政府の権限を地方 自治体に移管するとい う
点では、ほぼ一致 しているが、具体的にどの レベルの地方 自治体に移管するか とい う点になる
と、二つに大きく分かれる。一つは地域住民にとってもっとも身近な存在であるグラスルーツ
レベル の自治体に多 くの権限を移管す る場合 と、 も う一つが、 中間的な レベル の団体




中間的な団体が、中央政府 と草の根 レベルの 自治体 との間の媒介役 ・調整役 として果たす役割
を重視するようになったためである15。
この点で、フィリピンにおいて具体的に検討 されるべきは、州 とバランガイの役割である。
まず、州の数は多すぎる(州 の規模が小さすぎる)よ うに思 う。規模の経済とい う観点からだ
けでなく、中央政府 と基礎 自治体 との間の連絡調整役 として、さらに広域行政的な機能を果た
すためにも、州政府の統合が望まれる。
また、バランガイについていえば、市町 との役割分担が次第にあいまいになってきている。
新 自治法はIRAの 配分比率をバランガイにより厚 くして、自治体としての機能強化をはかって
いるようにみえる。 となると、当然、市町、 とりわけ、町との役割分担が問題になる。いわゆ
る基礎 自治体 として、どちらを地方 自治の核 としてい くのか、方向性が明 らかでない。













分権化は、「民衆の参加」 「透明性」 「説明責任」をキーワー ドとしたため、行政の政治からの




銀行 も、旧ソ連 ・東欧やアフ リカ諸国での分権化が、必ず しも期待 される成果を上げていない
ことから、 日本がかつて試みたような中央官庁がイニシャティブを取っての トップダウン型の
分権化の方が、「ボ トムアップ」型の分権化よりも、いくつかの国ではより有効であるかもし
れないと認識 し始めている16。長期的な課題 として、この問題に取 り組むことが望まれる。
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